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的で利用する土地 ₁ヘクタールを分配し， ₅ 年間の活動実績があれば無料で譲渡
するというものである。なお，同法案は実効支配下の北方領土にも適用される見
込みである。






































































































　中国が主導する AIIB に創立メンバーとして参加する期限は ₃月末に設定され
ていたが，ロシアのシュヴァロフ第一副首相は中国の海南省で開催されたボア







　 ₇月 ₈～ ₉日にロシア中部のウファで第 ₇ 回 BRICS 首脳会議ならびに上海協
力機構（SCO）首脳会議が開催され，プーチン大統領は習近平国家主席ら各国首脳
と会談した。
















































































　 ₇月 ₈～ ₉日にはロシア中部のウファで第 ₇ 回 BRICS ならびに SCO の首脳会
議が開催され，モディ首相も参加した。ここではインドとパキスタンの SCO へ
の正式加盟手続きの開始が決定し，2016年に正式加盟する見通しとなっている。
加盟が実現すれば，ロシア，中国に加えてインドも，BRICS と SCO の ₂つの枠
















　 ₄月 ₅日，メドベージェフ首相はベトナムを訪問して ₆日にグエン・タン・ズ
ン首相と会談し，ユーラシア経済同盟とベトナムとの間の自由貿易協定などにつ
いて協議した。同協定は ₅ 月29日に調印された。また，ベトナムが2009年に ₆隻













































際金融機関によるロシアの実質 GDP 成長率の予測をみると（2016年 ₁月時点），世
界銀行は，2016年は－0.7％，2017年はプラスに転じて1.3％としており，また IMF
の予測（2016年 ₁月）は，2016年は－1.0％，2017年はプラスに転じて1.0％としてい
る。両者ともに2016年のマイナス成長を経て2017年にはプラス成長になると予測
している。プラス成長への転換には，西側による経済制裁および通貨安に対して
国内で輸入代替のための生産活動がどの程度活発化するのかにかかっている。
　一方で，財政赤字が続くなかで，シリアへの軍事介入に伴う経費が財政に与え
る影響にも目を配る必要がある。また，外貨準備の名目額は2015年末で3684億ド
ルあるが，そのうち少なからぬ資産内容の劣化が生じているとの見方もある。財
政赤字と向き合いながらアジア太平洋へのシフトを志向するプーチン政権が，
2015年に新たな制度が出揃った極東振興策によってどこまで外国企業の投資を誘
致できるのかが注目される。 （埼玉学園大学准教授）
